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柏崎刈羽原子力発電所の耐震設計における活断層
評価と今回の地震を踏まえた地質調査計画について

平成１９年９月１３日

東京電力株式会社
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「旧耐震指針」及び「地質調査の手引き」における
活断層評価に関する要求事項

■「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和５３年９月，昭和５６年７月一部改訂）

■「原子力発電所の地質，地盤に関する安全審査の手引き」（昭和５３年８月）

（考え方）　基準地震動Ｓ１，Ｓ２の設定にあたって，敷地周辺の活断層による　
地震を考慮すること。

　　　　　　　　　Ｓ１：１万年前以降活動した活断層を考慮
　　　　　　　　　Ｓ２：５万年前以降活動した活断層を考慮

（要求事項）　敷地の中心から半径３０ｋｍの範囲について以下の調査を要求

　　　　　　　　　陸域：文献調査，空中写真判読，地表踏査

　　　　　　　　　海域：文献調査，海上音波探査
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周辺陸域の地質調査

柏崎刈羽

原子力発電所

敷地周辺３０ｋｍの範囲について，
以下の調査を実施

　・文献調査
　・空中写真判読
　・地表踏査
（昭和４０年代～６０年代）
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（周辺陸域の地質層序表）

魚沼層群

灰爪層

西山層

椎谷層

寺泊層
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（地質断面図）
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活断層の評価（陸域）

基準地震動の策定にあたって
考慮する活断層

■気比ノ宮断層
　　Ｍ６．９，Δ＝２０ｋｍ，Ｓ１

■中央丘陵西縁部断層
　　Ｍ６．７，Δ＝１２ｋｍ，Ｓ２
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海域の地質調査

敷地周辺３０ｋｍの範囲について，以下の
調査を実施

　・文献調査
　・海上音波探査（昭和５４，５５，６０年度）
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海域の活断層

■発電所周辺の海域

F-C 断層 :  L=1.5km, Δ=21.5km 

■遠方の海域

佐渡島周辺

　　佐渡島北方断層： M7.7, Δ=109km

佐渡島棚東縁部断層： M7.2, Δ=61km

　　佐渡島棚西縁部断層： M7.4, Δ=78km

高田沖

高田沖断層：M7.3, Δ=58km

佐渡島

高田沖断層

佐渡島棚西縁
部断層 佐渡島棚東縁

部断層

佐渡島北方
断層

活断層の評価（海域）

柏崎刈羽原子力
発電所

30km
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敷地内の地質調査

四紀層

三紀層試掘坑

ボーリング

■敷地内ボーリング調査
　　約８百孔，総延長約６万ｍ
　　（昭和４０年代～６０年代）

ボーリング調査，試掘坑調査等
によって，原子炉施設直下に活
断層がないことを直接確認
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（敷地内の地質層序表）

西
山
層

椎谷層
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（地質断面図）
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新知見対応のための敷地周辺陸域の地質調査

• 新潟県の長岡平野西縁には，いずれも平野側
低下の逆断層型の活断層が分布するとされ，北
から，鳥越断層群・上富岡断層・片貝断層群と
呼ばれている（活断層研究会編，1991）。

• 気比ノ宮測線

– 油圧インパクター震源（Ｐ）

– 測線の一部でＳ波探査

• 鳥越測線

– 油圧インパクター震源（Ｐ）

• 上富岡測線

– バイブレータ震源（Ｐ）

池田ほか編(2002)に加筆。断層名は活断層研究会編(1991)による。

■長岡平野西縁断層帯に関する反射法地震探査
（平成１０，１１年度に実施）
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気比ノ宮測線深度断面
（Ｐ波，インパクタ震源）

酒井ほか（2003)
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上富岡測線
（Ｐ波，バイブレータ震源）

酒井ほか（2003)

• 本断層は，活動度Ｂ級の推
定活断層とされているもの
の（例えば，活断層研究会
編，1991），これまでの研究

では断層の存在を示唆する
地質学的データは得られて
いない。

• また，本断層付近では規模
の大きな背斜構造は存在
せず，地下深部にも断層構
造や撓曲構造は認められて
いない（例えば，天然ガス鉱
業会ほか編，1982）。

• 長岡市上富岡町において，
Ｐ波（大型バイブレーター）
による反射探査を実施した
結果，当該地域の地下では
10°～15°東傾斜の同斜

構造となっており，上富岡
断層は存在しないことが明
らかとなった。
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存在しない

魚沼層群の堆積状況などから，主活動時期が異なると評価

地下1000ｍ付近以深

では緩い構造が示され，
地下深部に大規模な
逆断層が想定される上
記２断層と構造が異な
ると評価。

池田ほか編(2002)に加筆。断層名は活断層研究会編(1991)による。

小林ほか(1991)

岸・宮脇(1991)

中位段丘形成以降の
活動（連動）はない

酒井ほか(2003)
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新耐震指針における活断層評価の変更点

変更点１：敷地近傍の調査に対する要求の高度化

敷地近傍（半径約５ｋｍの範囲）について，従来よりも詳細な調査を要求

（新たに要求されるようになった調査項目）
　　　　　・変動地形学的調査
　　　　　・地球物理学的調査

変更点２：活断層の認定基準（最新活動時期）の変更

（従来）５万年前以降に活動した断層を活断層として考慮

（変更）後期更新世以降（約１２～１３万年前）に活動した断層を活断層として
考慮。ただし，評価には最終間氷期（約８～１３万年前）の地層を基準と
できる。

■「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」　（平成１８年９月改訂）
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バックチェック対応のための敷地近傍陸域の地質調査

発電所近傍（平成１８年９～１０月）

発電所敷地内（平成１９年４月）

■反射法地震探査
北－１測線
約８km

北－２測線
約２km

南－１測線
約９km

南－２測線
約５km

敷地内測線
約３km
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（調査結果）

荒浜

南－１測線

北－１測線

北－２測線
南－２測線
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今回の地震を踏まえた調査計画

【陸域】

■反射法地震探査
■地表地質踏査

発電所周辺陸域（敷地から半径約３０ｋｍの範
囲）に，長岡平野西縁断層帯を加えた範囲

（Ｈ１９．９上旬～Ｈ２０．３末予定）

【海域】

■海上音波探査

海岸線と平行方向に約１４０ｋｍ，海岸から沖合
方向に約５０ｋｍの範囲

（Ｈ１９．８下旬～Ｈ１９．１０末予定）

【敷地内】

■ボーリング調査
■各種地盤調査

（Ｈ１９．９上旬～Ｈ２０．３末予定）

柏崎刈羽原子力発電所

地
震
調
査
研
究
推
進
本
部
に

よ
る
長
岡
平
野
西
縁
断
層
帯
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陸域の調査計画　

計画測線（Ｐ波）

計画測線（Ｓ波）

既往測線

地震調査研究推進本部による
長岡平野西縁断層帯

　凡　例　

■反射法地震探査

昨年から実施している耐震安全性の評価の
ための地質調査の範囲を拡げて地下探査を
実施し，発電所の周辺陸域に加え，長岡平野
西縁断層帯を含む陸域の地下構造を評価

（詳細計画について現在検討中）

★
柏崎刈羽
原子力発電所

より詳細な調
査を検討中
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海域の調査計画

■海上音波探査

海上音波探査を実施し，余震発生の
範囲を含めた範囲にて周辺海域の
地下構造を評価

（詳細計画について現在検討中）

★

柏崎刈羽
原子力発電所

計画測線（ウォーターガン・シングル）

計画範囲（海底地形調査）

　凡　例　

計画測線（エアガン・マルチ） ベイケーブル等
による詳細調査
を検討中
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敷地内の調査計画

深部地下構造の評価

地盤沈下の原因分析

液状化の原因分析

基礎地盤の健全性評価

ＭＭＲの健全性評価

大深度ボーリング（数百～１千m程度×３孔
程度），ＰＳ検層ほか

水準測量，
ボーリング（30～50m程度×30孔程度），
ＰＳ検層，物理試験，土質試験ほか

ボーリング（300m程度×７孔程度），
ＰＳ検層，物理試験，岩石試験ほか

ボーリング（50m程度×１孔程度），
ＰＳ検層，物理試験，岩石試験ほか

土捨場斜面の安定性評価


